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〔措置法第69条の４((小規模宅地等についての相続税の課税価格の計算の特例))関係〕 

（被相続人等の居住の用に供されていた宅地等の範囲） 
69 の４－７ 措置法第 69 条の４第１項に規定する被相続人等の居住の用に供されていた宅地等（以
下 69の４－８までにおいて「居住用宅地等」という。）とは、次に掲げる宅地等をいうものとする。 
⑴ 相続の開始の直前において、被相続人等の居住の用に供されていた家屋で、被相続人が所有し
ていたもの（被相続人と生計を一にしていたその被相続人の親族が居住の用に供していたもので
ある場合には、当該親族が被相続人から無償で借り受けていたものに限る。）又は被相続人の親族
が所有していたもの（当該家屋を所有していた被相続人の親族が当該家屋の敷地を被相続人から
無償で借り受けており、かつ、被相続人等が当該家屋を当該親族から借り受けていた場合には、
無償で借り受けていたときにおける当該家屋に限る。）の敷地の用に供されていた宅地等 

⑵ 措置法令第 40 条の２第２項に定める事由により被相続人の居住の用に供されなくなる直前ま
で、被相続人の居住の用に供されていた家屋で、被相続人が所有していたもの又は被相続人の親
族が所有していたもの（当該家屋を所有していた被相続人の親族が当該家屋の敷地を被相続人か
ら無償で借り受けており、かつ、被相続人が当該家屋を当該親族から借り受けていた場合には、
無償で借り受けていたときにおける当該家屋に限る。）の敷地の用に供されていた宅地等（被相続
人の居住の用に供されなくなった後、措置法第 69条の４第１項に規定する事業の用又は新たに被
相続人等以外の者の居住の用に供された宅地等を除く。）  

(注) 上記⑴及び⑵の宅地等のうちに被相続人等の居住の用以外の用に供されていた部分があると
きは、当該被相続人等の居住の用に供されていた部分に限られるのであるが、当該居住の用に
供されていた部分が、被相続人の居住の用に供されていた１棟の建物（建物の区分所有等に関
する法律第１条の規定に該当する建物を除く。）に係るものである場合には、当該１棟の建物の
敷地の用に供されていた宅地等のうち当該被相続人の親族の居住の用に供されていた部分が含
まれることに留意する。 

（改正） 

 （説明） 

  平成25年度の税制改正において、相続の開始の直前において被相続人等の居住の用に供されていな

かった宅地等の場合であっても、①被相続人が、相続の開始の直前において介護保険法等に規定する

要介護認定等を受けていたこと及び②被相続人が老人福祉法等に規定する養護老人ホーム等（以下「老

人ホーム等」という。）に入居又は入所（以下「入居等」という。）していたことの要件を満たすとき

には、当該被相続人の居住の用に供されなくなる直前の当該被相続人の居住の用に供されていた宅地

等（当該被相続人が老人ホーム等に入居等後に、事業の用又は新たに被相続人等以外の者の居住の用

に供されている場合を除く。）については、被相続人等の居住の用に供されていた宅地等に当たること

とされた。 

  69の４－７⑵では、措置法令第40条の２第２項に掲げる事由により、被相続人が老人ホーム等に入

居等をしていた場合における、被相続人の居住の用に供されていた宅地等の範囲を示したものである。 

  また、措置法令第40条の２第４項の規定により、被相続人等の措置法第69条の４第１項に規定する

事業の用又は居住の用に供されていた宅地等のうちに同項に規定する事業の用及び居住の用以外の用

に供されていた部分があるときは、特例の対象宅地等となるのは当該被相続人等の同項に規定する事

業の用又は居住の用に供されていた部分に限られるのであるが、当該居住の用に供されていた部分が

被相続人の居住の用に供されていた一棟の建物（建物の区分所有等に関する法律第１条の規定に該当

する建物を除く。）に係るものである場合には、当該一棟の建物の敷地の用に供されていた宅地等のう

ち被相続人の親族の居住の用に供されていた部分を含むこととされたことから、注書においてそのこ

とを留意的に明らかにしたものである。 
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（要介護認定等の判定時期） 

69の４－７の２ 被相続人が、措置法令第40条の２第２項第１号に規定する要介護認定若しくは要支援

認定又は同項第２号に規定する障害支援区分（平成26年３月31日までの間にあっては障害程度区分）

の認定を受けていたかどうかは、当該被相続人が、当該被相続人の相続の開始の直前において当該認

定を受けていたかにより判定するのであるから留意する。 

（新設） 

（説明） 

  平成25年度税制改正において、措置法令第40条の２第２項に規定する次の①又は②に掲げる事由によ

り、相続の開始の直前において被相続人の居住の用に供されていなかった場合における当該事由により

居住の用に供されなくなる直前の被相続人の居住の用に供されていた宅地等については、被相続人等の

居住の用に供されていた宅地等に含むこととされた。 

 ① 介護保険法第19条第１項に規定する要介護認定又は同条第２項に規定する要支援認定を受けていた 

被相続人が措置法令第40条の２第２項第１号イからハまでに掲げる住居又は施設に入居又は入所して

いたこと 

 ② 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第21条第１項に規定する障害支援区

分の認定を受けていた被相続人が措置法令第40条の２第２項第２号に掲げる施設又は住居に入所又は

入居していたこと 

  ところで、この場合において、被相続人が措置法令第40条の２第２項に規定する施設等に入居する時

点において、同項に規定する要介護認定若しくは要支援認定又は障害支援区分の認定（以下「要介護認

定等」という。）を受けていなければならないのか、それとも、相続の開始の直前において要介護認定等

を受けていればいいのか疑義が生じる。 

  そこで、69の４－７の２で、被相続人が要介護認定等を受けていたかどうかは、相続の開始の直前に

要介護認定等を受けていたかどうかにより判定することを明らかにしたものである。 

  したがって、被相続人が措置法令第40条の２第２項に規定する施設等に入居する時点において、要介

護認定等を受けていない場合であっても、被相続人の相続の開始の直前において、要介護認定等を受け

ていればよいこととなる。 

 

□  
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（建物の区分所有等に関する法律第１条の規定に該当する建物) 

69の４－７の３ 措置法令第 40条の２第４項及び第 10項に規定する「建物の区分所有等に関する法

律第１条の規定に該当する建物」とは、区分所有建物である旨の登記がされている建物をいうこと

に留意する。 

 (注) 上記の区分所有建物とは、被災区分所有建物の再建等に関する特別措置法（平成７年３月 24日

法律第 43号）第２条に規定する区分所有建物をいうことに留意する。  

（新設） 

（説明） 

  平成 25 年度税制改正において、被相続人の居住の用に供されていた一棟の建物が、「建物の区分所有

等に関する法律第１条に該当する建物」か否かによって、措置法第 69条の４第１項に規定する被相続人

等の居住の用に供されていた宅地等の要件及び同条第３項第２号イに規定する特定居住用宅地等を取得

した親族の要件が異なることとされた。 

  69の４－７の３では、措置法令第 40条の２第４項及び第 10項に規定する「建物の区分所有等に関す

る法律第１条の規定に該当する建物」とは、区分所有建物である旨の登記がされている建物をいうこと

を留意的に明らかにしたものである。 

  なお、注書においては、同通達本文の「区分所有建物」とは、被災者区分所有建物の再建等に関する

措置法第２条に規定する区分所有建物、すなわち、建物の区分所有等に関する法律第２条第３項に規定

する専有部分が属する一棟の建物をいうことを留意的に明らかにしたものである。 

 

（参考） 

 ○建物の区分所有等に関する法律（昭和 37年法律第 69号）（抜粋） 

（建物の区分所有） 

  第１条 一棟の建物に構造上区分された数個の部分で独立して住居、店舗、事務所又は倉庫その 

他建物としての用途に供することができるものがあるときは、その各部分は、この法律の定め

るところにより、それぞれ所有権の目的とすることができる。 

（定義） 

  第２条 この法律において「区分所有権」とは、前条に規定する建物の部分（第４条第２項の規

定により共用部分とされたものを除く。）を目的とする所有権をいう。 

  ２ この法律において「区分所有者」とは、区分所有権を有する者をいう。 

  ３ この法律において「専有部分」とは、区分所有権の目的たる建物の部分をいう。 

  ４～６ 省略 

  

 ○被災区分所有建物の再建等に関する特別措置法（平成７年法律第43号）（抜粋） 

（敷地共有者等集会等） 

  第２条 大規模な火災、震災その他の災害で政令で定めるものにより建物の区分所有等に関する法律

（昭和37年法律第69号。以下「区分所有法」という。）第２条第３項に規定する専有部分が属する

一棟の建物（以下「区分所有建物」という。）の全部が滅失した場合・・・ 

 

  

javascript:OpenResDataWin('/cgi-bin/D1W_GENPOU/D1W_resdata.exe?PROCID=-900560217&CALLTYPE=4&REFID=33710040006900000000&JYO=%32%20%30%20%30&KOU=%33%20%30&BUNRUI=H&HANSUU=1')
javascript:OpenResDataWin('/cgi-bin/D1W_GENPOU/D1W_resdata.exe?PROCID=-900560217&CALLTYPE=4&REFID=33710040006900000000&JYO=%32%20%30%20%30&KOU=%33%20%30&BUNRUI=H&HANSUU=1')
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（選択特例対象宅地等のうちに貸付事業用宅地等がある場合の限度面積要件） 

69の４－10 措置法第 69条の４第２項第３号の要件に該当する場合を算式で示せば、次のとおりであ

る。 

 

Ａ 
   

   
 Ｂ  

   

   
 Ｃ     ㎡ 

             

 

（注） 算式中の符号は、次のとおりである。 

 Ａは、当該相続又は遺贈により財産を取得した者に係るすべての措置法第 69条の４第１項

に規定する選択特例対象宅地等（以下 69の４－11までにおいて「選択特例対象宅地等」とい

う。）である同条第２項第１号に規定する特定事業用等宅地等の面積の合計 

 Ｂは、当該相続又は遺贈により財産を取得した者に係るすべての選択特例対象宅地等であ

る同条第３項第２号に規定する特定居住用宅地等の面積の合計 

 Ｃは、当該相続又は遺贈により財産を取得した者に係るすべての選択特例対象宅地等であ

る同条第３項第４号に規定する貸付事業用宅地等の面積の合計 

 

（改正） 

（説明） 

  平成 25年度税制改正により、貸付事業用宅地等を特例の対象として選択しない場合には、特定事業用

等宅地等及び特定居住用宅地等のそれぞれの限度面積（特定事業用等宅地等：400 ㎡、特定居住用宅地

等：330㎡）まで措置法第 69条の４第１項の規定の適用が可能とされた。 

  一方、貸付事業用宅地等を特例の対象として選択する場合には、措置法第 69条の４第２項第３号の規

定により、限度面積の調整が必要とされた。 

  69の４－10は、措置法第 69条の４第２項第３号に規定する限度面積要件を満たすかどうかを判定す  

る場合の算式を明示したものである。 

  なお、平成25年度税制改正による改正後の措置法第69条の４第２項に規定する限度面積要件の規定は、

平成27年１月１日以後に相続又は遺贈により取得をする財産に係る相続税について適用されることに留

意する。 
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（被相続人の居住用家屋に居住していた親族の範囲） 

69の４－21 措置法第 69条の４第３項第２号ロに規定する当該被相続人の居住の用に供されていた

家屋に居住していた親族とは、当該被相続人に係る相続の開始の直前において当該家屋で被相続人

と共に起居していたものをいうのであるから留意する。この場合において、当該被相続人の居住の

用に供されていた家屋については、当該被相続人が 1棟の建物でその構造上区分された数個の部分

の各部分（以下 69の４－21において「独立部分」という。）を独立して住居その他の用途に供す

ることができるものの独立部分の一に居住していたときは、当該独立部分をいうものとする。 

 

（改正） 

（説明） 

□ 被相続人の居住用宅地等が措置法第 69 条の４第３項第２号ロにより特定居住用宅地等に該当するた 

めには、相続開始の直前において被相続人の居住の用に供されていた家屋に居住していた親族（被相続

人の相続人（相続の放棄があった場合には、その放棄がなかったものとした場合における相続人を含む。）

に限る。）がいない場合が要件の一つとされている。 

  この場合、「被相続人の居住の用に供されていた家屋に居住していた親族」とは、被相続人と「同居」

していた親族を指すものと解されることから 69 の４－21 は、この親族についてその家屋で被相続人と

共に起居していた親族をいうものであることを留意的に明らかにしたものである。 

  また、同様の考え方から、一棟の建物が各独立部分に区分されるものであり、被相続人がその独立部

分の一つに居住していた場合には、被相続人が居住の用に供していた独立部分において被相続人と共に

起居していた親族が「同居」していた親族であることを留意的に示したものである。 
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【設例】 

（事例１ 区分所有建物の登記がされていない１棟の建物の敷地の場合） 

問 被相続人甲は、自己の所有する宅地の上に一棟の建物を所有し、甲とその配偶者

乙及び生計を別にする子丙の居住の用に供していた（建物は、区分所有建物である

旨の登記がなく、甲単独の名義である。）。 

  配偶者乙、子丙は、当該宅地の２分の１の持分を各々相続により取得し、申告期

限まで引き続き所有し、かつ居住の用に供している。 

  甲の所有していた宅地は、特定居住用宅地等に該当するか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

答 

１ 被相続人等の居住の用に供されていた宅地等の判定   

  甲の居住の用に供されていた一棟の建物の敷地には、被相続人甲の居住の用供されてい

た部分（以下「Ａ部分」という。）と、生計を別にする親族丙の居住の用に供されていた部

分（以下「Ｂ部分」という。）がある。 

  当該一棟の建物は、区分所有建物である旨の登記がされていないことから、生計を別に

していた親族丙の居住の用に供されていた部分についても、被相続人等の居住の用に供さ

れていた宅地等の部分に含まれることとなる（措置法令 40条の２④）。 

  したがって、敷地の全体が、措置法第 69条の４第 1項に規定する被相続人等の居住の用

に供されていた宅地等に該当することとなる。 

 

２ 特定居住用宅地等の判定 

  敷地全体が、被相続人等の居住の用に供されていた宅地等に該当することから、配偶者

である乙が取得した、Ａ部分(100㎡)及びＢ部分（100㎡）の持分の割合（２分の１）に応

ずる部分（100㎡）は、特定居住用宅地等に該当する（措置法 69条の４③二柱書、措置法

令 40条の２⑨）。 

  丙は、甲の居住の用に供されていた一棟の建物（区分所有建物である旨の登記がされて

いない建物）の措置法令第 40 条の２第 10 項第２号に規定する「当該被相続人の親族の居

住の用に供されていた部分」に居住していた者であって、相続開始から申告期限まで、被

相続人等の居住の用に供されていた宅地等を有し、かつ、当該建物に居住していることか

ら、措置法第 69条の４第３項第２号イの親族に該当する。 

  したがって、丙が取得したＡ部分(100㎡)及びＢ部分(100㎡)の持分の割合(２分の１)に

応ずる部分（100㎡）は、特定居住用宅地等に該当する（措置法 69条の４③二イ、措置法

令 40条の２⑨）。 

土地（200㎡） 

生計を別にする子丙が居住 

被相続人甲と配偶者乙が 

居住 
乙が引き続き居住 

丙が引き続き居住 

   乙が居住の用に供している。 

   丙が居住の用に供している。 

甲の居住の用に供されていた部分（Ａ部分） 

丙の居住の用に供されていた部分（Ｂ部分） 

 乙と丙は２分の１共有持分を相続 
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（事例２ 区分所有建物の登記がされている１棟の建物の敷地の場合） 

問 被相続人甲は、自己の所有する宅地の上に一棟の建物を所有し、甲とその配偶者

乙及び生計を別にする子丙の居住の用に供していた（建物は、区分所有建物である

旨の登記があり、甲及び丙はそれぞれの専有部分について、区分所有権を登記し、

居住の用に供している）。 

  配偶者乙、子丙は、当該宅地の２分の１の持分を各々相続により取得し、申告期

限まで引き続き所有し、かつ居住の用に供している。 

  甲の所有していた宅地は、特定居住用宅地等に該当するか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

答 

１ 被相続人等の居住の用に供されていた宅地等の判定   

  甲の居住の用に供されていた一棟の建物の敷地には、被相続人甲の居住の用供されてい

た部分（以下「Ａ部分」という。）と、生計を別にする親族丙の居住の用に供されていた部

分（以下「Ｂ部分」という。）がある。 

  甲の居住の用に供されていた一棟の建物は、区分所有建物である旨の登記がされている

ことから、生計を別にする丙の居住の用に供されていた部分（Ｂ部分）は、措置法第 69条

の４第１項に規定する被相続人等の居住の用に供されていた宅地等の部分に含まれないこ

ととなる(措置法令 40条の２④）。 

  したがって、一棟の建物の敷地のうち、Ａ部分だけが、措置法第 69条の４第 1項に規定

する被相続人等の居住の用に供されていた宅地等に該当することとなる。 

 

２ 特定居住用宅地等の判定 

  乙は、Ａ部分及びＢ部分の持分（２分の１）を相続により取得しているが、被相続人等

の居住の用に供されていた部分は、Ａ部分のみである。したがって、配偶者である乙が取

得したＡ部分（100 ㎡）の持分の割合（２分の１）に応ずる部分（50 ㎡）は、特定居住用

宅地等に該当することとなる（措置法 69条の４③二柱書、措置法令 40条の２⑨）。 

  なお、Ｂ部分(100 ㎡)の持分の割合(２分の１)に応ずる部分（50 ㎡）は、Ｂ部分が措置

法第69条の４第１項に規定する被相続人等の居住の用に供されていた宅地等に該当しない

ことから、特定居住用宅地等には該当しないこととなる。 

  丙は、甲の居住の用に供されていた一棟の建物（区分所有建物である旨の登記がされて

いる建物）の措置法令第 40 条の２第 10 項第１号に規定する「当該被相続人の居住の用に

供されていた部分」に居住していた者には該当しないことから、措置法第 69条の４第３項

第２号イの親族に該当しない。また、丙は、自らの所有する家屋に居住し、かつ、被相続

土地（200㎡） 

生計を別にする子丙が居住 

被相続人甲と配偶者乙が 

居住 
乙が引き続き居住 

丙が引き続き居住 

   乙が居住の用に供している。 

   丙が居住の用に供している。 

甲の居住の用に供されていた部分（Ａ部分） 

丙の居住の用に供されていた部分（Ｂ部分） 

 乙と丙は２分の１共有持分を相続 
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人と生計を一にしていないことから、措置法第 69条の４第３項第２号ロ及びハの親族にも

該当しない。 

  したがって、丙が取得したＡ部分(100㎡)及びＢ部分(100㎡)の持分の割合(２分の１)に

応ずる部分(100㎡)は、特定居住用宅地等に該当しない。 
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（事例３ 区分所有建物の登記がされていない１棟の建物の敷地を措置法 69条の４ 

③二ロの親族が取得した場合） 

問 被相続人甲は、自己の所有する宅地の上に一棟の建物を所有し、甲及び生計を別

にする子乙の居住の用に供していた（建物は、区分所有建物である旨の登記がなく、

甲単独で所有している。）。 

  相続人である子乙及び子丙は、当該宅地の２分の１の持分を各々相続により取得

し、申告期限まで引き続き所有し、かつ、当該宅地を居住の用に供している。 

  なお、丙は、相続開始前３年以内に、丙又はその配偶者の所有する家屋に居住し

たことがない。 

  甲の所有していた宅地は、特定居住用宅地等に該当するか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

答 

１ 被相続人等の居住の用に供されていた宅地等の判定   

  被相続人甲の居住の用に供されていた一棟の建物の敷地には、甲の居住の用供されてい

た部分(以下「Ａ部分」という。)と、生計を別にする親族乙の居住の用に供されていた部

分(以下「Ｂ部分」という。)がある。 

  当該一棟の建物は、区分所有建物である旨の登記がされていないことから、生計を別に

していた丙の居住の用に供されていた部分についても、被相続人等の居住の用に供されて

いた宅地等の部分に含まれることとなる（措置法令 40条の２④）。 

  したがって、敷地の全体が、措置法第 69条の４第 1項に規定する被相続人等の居住の用

に供されていた宅地等に該当することとなる。 

 

２ 特定居住用宅地等の判定 

 ⑴ 乙が相続により取得した部分 

   乙は、甲の居住の用に供されていた一棟の建物（区分所有建物である旨の登記がされ 

ていない建物）の措置法令第 40 条の２第 10 項第２号に規定する「当該被相続人の親族

の居住の用に供されていた部分」に居住していた者であって、相続開始から申告期限ま

で被相続人等の居住の用に供されていた宅地等を有し、かつ、当該建物に居住している

ことから、措置法第 69条の４第３項第２号イの親族に該当する。 

   したがって、乙が取得したＡ部分(100㎡)及びＢ部分(100㎡)の持分の割合(２分の１)

に応ずる部分（100㎡）は、特定居住用宅地等に該当する（措置法 69条の４③二イ、措

置法令 40条の２⑨）。 

 

土地（200㎡） 

生計を別にする子乙が居住 

被相続人甲が一人で居住 丙が入居し居住 

乙が引き続き居住 

   丙が居住の用に供している。 

   乙が居住の用に供している。 

甲の居住の用に供されていた部分（Ａ部分） 

乙の居住の用に供されていた部分（Ｂ部分） 

 乙と丙は２分の１共有持分を相続 
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 ⑵ 丙が相続により取得した部分 

   措置法第 69条の４第３項第２号ロに掲げる親族は、被相続人の居住の用に供されてい

た宅地等を取得した者に限るとされている。 

   丙が取得したＡ部分(100 ㎡)の持分の割合(２分の１)に応ずる部分（50 ㎡）は、被相

続人の居住の用に供されていた宅地である。 

   次に、Ｂ部分は、被相続人の生計を別にする親族の居住の用に供されていた宅地であ

るが、措置法令第 40条の２第４項により被相続人等の居住の用に供されていた部分に含

まれることから、被相続人の居住の用に供されていた宅地等に該当するものとして取り

扱うことができ、丙は、措置法第 69条の４第３項第２号ロに掲げる被相続人の居住の用

に供されていた宅地等を取得した者に該当することとなる。 

   また、被相続人甲の居住の用に供されていた一棟の建物のうち、甲の居住の用に供さ

れていた部分に甲と共に起居していた親族はいない。 

   以上のことから、丙は、措置法第 69条の４第３項第２号ロに規定する他の要件を満た

せば、同号ロに規定する親族に該当し、丙が取得したＡ部分（100 ㎡）及びＢ部分(100

㎡)の持分の割合(２分の１)に応ずる部分（100㎡）は、特定居住用宅地等に該当するこ

ととなる（措置法 69条の４③二ロ、措置法令 40条の２⑨）。   
 

 


